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●補助制度の概要 

⑴補助対象となる団体 

 自治会、町内会（個人に対する補助金制度ではありません） 

⑵補助対象となる経費 

 ①地域防犯カメラの購入及び設置工事に要する費用 

 （例：防犯カメラ本体、録画装置、独立柱（公道上に独立柱は設置不可）など） 

 ②地域防犯カメラの設置を示す看板の設置に要する費用 

 

 

 

 

 

⑶補助対象となる防犯カメラ 

 地域における犯罪の防止を目的として、公道等の公共の場所における不特定多数の人の動

きを撮影するため、特定の場所に常設して画像記録装置を有する防犯カメラが対象となり

ます。 

 

 

 

 

 

⑷補助内容 

 地域防犯カメラの購入及び設置費用に要する費用などの合計額の 3/4 

 （1 自治会につき 1年度あたり上限 20万円、100 円未満切捨て） 

⑸設置・管理・運用 

・鴻巣市防犯カメラの設置及び運用に関するガイドラインに準拠した設置運用規程を各自

治会内で策定し、適正な管理及び運用をお願いします。（ガイドラインについては市 HP に

掲載） 

・本補助金の交付を受けた地域防犯カメラでは、設置後５年間は原則撤去不可となります。

特定の役員のみでの設置決定は、管理・運用上の問題が生じることが想定されますのでご

注意いただき、管理・運用が滞りなくできるよう役員会等で十分に検討してください。 

・個人のプライバシー保護に配慮が必要となります。撮影する画像の中に住宅の生活の様子

が映り込み、個人を識別することが可能となってしまう場合、画角調整を行った上で周辺

住民への説明を十分に行い、同意を得てください。 

・地域防犯カメラ設置後、警察等から捜査協力の依頼がくる場合があります。画像データの

保存や機器の取り扱いについて、設置業者やメーカーによく確認した上で、操作マニュア

ル等を作成してください。 

補助対象外となる経費 

・レンタルやリース契約の防犯カメラ費用及び設置にかかる費用 

・各種許可申請費、機器の維持管理費用（電気料金等）、移設・撤去費用、電柱等への共架

した際の共架料、土地・建物等の使用や取得又は補償に要する費用 

 

補助対象外となる防犯カメラ 

・特定の個人に係る私有財産保護や施設管理を目的とするカメラ 

 （例：マンション等の敷地内、駐車場、ごみ集積所、寺社仏閣等） 

・画像記録装置がないカメラ（モニターのみ、ダミーカメラなど） 

問合せ先 鴻巣市役所自治振興課防犯・交通担当 電話 048-541-1321（内線 3115・3117） 
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●補助金申請・交付の流れ 

自治会 カメラ設置に向けた準備 

  設置の必要性・場所・撮影範囲等の検討 ※撮影範囲の例：道路・公園等 

 

  

自治会 自治振興課 警察署 設置場所の現場確認 

  自治振興課、鴻巣警察署生活安全課 立ち会いの下、設置予定現場を確認 

 

 

 自治会 見積徴収、機器選定、設置運用規程の策定 

     周辺住民への説明、地域の合意（総会での承認、役員会へ委任等）を得る 

 

 

 自治会 ➡ 自治振興課 交付申請書提出 

  ①地域防犯カメラ購入等に要する費用が分かる書類（見積書、カタログ） 

  ②地域防犯カメラ配置予定図           

③自治会規約の写し 

  ④地域防犯カメラの設置について警察から助言を受けていることを証する書類 

  ⑤地域防犯カメラの設置について地域の合意を得ていることが分かる書類 

⑥地域防犯カメラの設置及び運用に関する規程   

⑦収支予算書 

⑧その他市長が必要と認める書類（電柱共架契約書土地使用承諾書の写しなど） 

 

 自治振興課 ➡ 自治会 申請書類の審査（書類の確認による）⇒ 交付決定 

 

 

自治会 防犯カメラの設置工事 

 

 

 自治会 ➡ 自治振興課 実績報告書の提出 

  ①地域防犯カメラの購入・設置等に要する経費の分かる書類 

  ②地域防犯カメラの配置図  ③地域防犯カメラ設置後の現場写真等 

  ④収支決算書        ⑤その他市長が必要と認める書類 

  

 自治振興課 ➡ 自治会 実績報告書の確認⇒確定通知・交付請求書の送付 

自治会 ➡ 自治振興課 交付請求書の提出 

令和7年度補助金 

◎交付申請書の提出期限 

令和8年1月30日（金） 

◎実績報告書の提出期限 

令和8年2月27日（金） 


